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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 
平成25年度第１四半期

連結累計期間
平成26年度第１四半期

連結累計期間
平成25年度

 
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

経常収益 百万円 12,935 10,791 45,127

経常利益 百万円 3,705 2,031 9,826

四半期純利益 百万円 2,136 1,600 －

当期純利益 百万円 － － 6,699

四半期包括利益 百万円 △2,119 5,808 －

包括利益 百万円 － － 7,522

純資産額 百万円 144,750 156,676 150,788

総資産額 百万円 2,695,863 2,778,940 2,772,671

１株当たり四半期純利益金額 円 11.28 8.54 －

１株当たり当期純利益金額 円 － － 35.64

潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額
円 11.27 8.53 －

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
円 － － 35.60

自己資本比率 ％ 5.1 5.4 5.2

（注）１．消費税および地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

２．１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４　経理の状況」中、「１　四半期連結財務諸表」の「１株当たり

情報」に記載しております。

３．自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末新株予約権－（四半期）期末少数株主

持分）を（四半期）期末資産の部の合計で除して算出しております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当行および当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項は発生しておりませ

ん。また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当行グループ（当行および連

結子会社）が判断したものであります。

(1）業績の状況

　当第１四半期の国内経済は、消費税率引き上げにともなう駆け込み需要の反動減が顕在化し、個人消費や住宅消

費が大きく落ち込んだものの、企業収益の改善にともない設備投資が増加したほか、雇用・所得環境も改善するな

ど、景気は緩やかな回復基調を維持しました。県内経済も、消費増税の影響を受けながらも、生産面で主力の電子

部品を中心に増勢が持続したほか、需要面でも公共工事の増加傾向が続き、景気は緩やかな回復基調で推移しまし

た。

　以上のような経営環境のもと、平成25年度よりスタートした中期経営計画「あきぎん＜しんか
３
（キューブ）＞

プロジェクト」で掲げた、①「お客様との取引の「深化」による収益基盤の確立」、②「一人ひとりが「真価」を

発揮する組織の構築」、③「「新価」の創造による地域発展への貢献」の３つの重点方針に基づき、各種施策に取

り組んだ結果、当行グループの業績は以下のとおりとなりました。

預金

　個人預金の増加を要因として、前連結会計年度末比101億円増加し、２兆4,993億円（譲渡性預金を含む。）と

なりました。

　なお、預り資産につきましては、投資信託および生命保険販売が順調に推移したことにより、前連結会計年度

末比31億円増加し、2,261億円となりました。

貸出金

　事業先向け貸出の減少により前連結会計年度末比88億円減少し、１兆4,839億円となりました。

有価証券

　前連結会計年度末比282億円増加し、１兆292億円となりました。

損益

　利回り低下による資金運用収益の減少や、有価証券売却益の減少などから、経常収益は、前第１四半期連結累

計期間比21億４千４百万円減少し、107億９千１百万円となりました。経常費用は、与信関係費用の減少などか

ら、前第１四半期連結累計期間比４億６千９百万円減少し、87億６千万円となりました。

　この結果、経常利益は前第１四半期連結累計期間比16億７千４百万円減少し20億３千１百万円、四半期純利益

は前第１四半期連結累計期間比５億３千６百万円減少して16億円となりました。

　当第１四半期連結累計期間のセグメント別の業績は、銀行業務は、経常収益が前第１四半期連結累計期間比19

億１千９百万円減少の96億３千万円、経常利益は前第１四半期連結累計期間比15億３千２百万円減少の19億５千

８百万円となりました。

　リース業務は、経常収益が前第１四半期連結累計期間比５千３百万円減少の11億３千３百万円、経常損益は前

第１四半期連結累計期間比９千万円減少の４千７百万円の損失となりました。

　クレジットカード業務等のその他の業務は、経常収益が前第１四半期連結累計期間比３千８百万円減少の４億

１千４百万円、経常利益が前第１四半期連結累計期間比５千１百万円減少の１億２千６百万円となりました。
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国内・国際業務部門別収支

　資金運用収支につきましては、国際業務部門で前第１四半期連結累計期間比30百万円（23.4％）増加したもの

の、国内業務部門で前第１四半期連結累計期間比842百万円（10.8％）減少したことから、合計では前第１四半

期連結累計期間比811百万円（10.2％）減少しました。

　役務取引等収支につきましては、国内業務部門で前第１四半期連結累計期間比153百万円（13.7％）、国際業

務部門で前第１四半期連結累計期間比１百万円（50.0％）増加したことから、合計では前第１四半期連結累計期

間比154百万円（13.8％）増加しました。

　その他業務収支につきましては、国内業務部門で前第１四半期連結累計期間比630百万円（73.4％）、国際業

務部門で前第１四半期連結累計期間比187百万円（61.3％）減少したことから、合計では前第１四半期連結累計

期間比817百万円（70.1％）減少しました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

資金運用収支
前第１四半期連結累計期間 7,747 128 7,875

当第１四半期連結累計期間 6,905 158 7,064

うち資金運用収益

前第１四半期連結累計期間 8,189 193
15

8,366

当第１四半期連結累計期間 7,370 234
22

7,582

うち資金調達費用

前第１四半期連結累計期間 442 64
15

491

当第１四半期連結累計期間 465 75
22

518

役務取引等収支
前第１四半期連結累計期間 1,113 2 1,115

当第１四半期連結累計期間 1,266 3 1,269

うち役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 1,722 6 1,729

当第１四半期連結累計期間 1,614 6 1,620

うち役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 609 3 613

当第１四半期連結累計期間 347 3 350

その他業務収支
前第１四半期連結累計期間 858 305 1,164

当第１四半期連結累計期間 228 118 347

うちその他業務収益
前第１四半期連結累計期間 2,111 305 2,417

当第１四半期連結累計期間 1,223 118 1,342

うちその他業務費用
前第１四半期連結累計期間 1,252 － 1,252

当第１四半期連結累計期間 995 － 995

（注）１．国内業務部門とは当行および連結子会社の円建取引であり、国際業務部門とは当行および連結子会社の外貨

建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めておりま

す。

２．資金調達費用は金銭の信託運用見合費用（前第１四半期連結累計期間０百万円、当第１四半期連結累計期間

０百万円）を控除して表示しております。

３．資金運用収益および資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の

利息であります。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

国内業務部門

　役務取引等収益は、為替業務、保証業務手数料の減少などから、前第１四半期連結累計期間比108百万円

（6.2％）減少し、役務取引等費用は前第１四半期連結累計期間比262百万円（43.0％）減少しました。この結

果、役務取引等収支は前第１四半期連結累計期間比153百万円（13.7％）増加し、1,266百万円となりました。

国際業務部門

　役務取引等収益は前第１四半期連結累計期間比０百万円、役務取引等費用は前第１四半期連結累計期間比０

百万円減少しました。この結果、役務取引等収支は前第１四半期連結累計期間比１百万円（50.0％）増加し、

３百万円となりました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 1,722 6 1,729

当第１四半期連結累計期間 1,614 6 1,620

うち預金・貸出業務
前第１四半期連結累計期間 475 － 475

当第１四半期連結累計期間 474 － 474

うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 454 6 461

当第１四半期連結累計期間 441 6 447

うち証券関連業務
前第１四半期連結累計期間 4 － 4

当第１四半期連結累計期間 3 － 3

うち代理業務
前第１四半期連結累計期間 44 － 44

当第１四半期連結累計期間 37 － 37

うち保護預り・貸金庫業

務

前第１四半期連結累計期間 7 － 7

当第１四半期連結累計期間 6 － 6

うち保証業務
前第１四半期連結累計期間 108 0 108

当第１四半期連結累計期間 50 － 50

うちクレジットカード業

務

前第１四半期連結累計期間 206 － 206

当第１四半期連結累計期間 210 － 210

役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 609 3 613

当第１四半期連結累計期間 347 3 350

うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 71 2 74

当第１四半期連結累計期間 69 2 72

（注）　国内業務部門とは当行および連結子会社の円建取引であり、国際業務部門とは当行および連結子会社の外貨建

取引であります。
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高（末残）

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

預金合計
前第１四半期連結会計期間 2,246,304 12,480 2,258,785

当第１四半期連結会計期間 2,272,032 11,035 2,283,068

うち流動性預金
前第１四半期連結会計期間 1,114,514 － 1,114,514

当第１四半期連結会計期間 1,153,699 － 1,153,699

うち定期性預金
前第１四半期連結会計期間 1,118,567 － 1,118,567

当第１四半期連結会計期間 1,103,241 － 1,103,241

うちその他
前第１四半期連結会計期間 13,222 12,480 25,703

当第１四半期連結会計期間 15,091 11,035 26,127

譲渡性預金
前第１四半期連結会計期間 203,987 － 203,987

当第１四半期連結会計期間 216,313 － 216,313

総合計
前第１四半期連結会計期間 2,450,292 12,480 2,462,772

当第１四半期連結会計期間 2,488,345 11,035 2,499,381

（注）１．国内業務部門とは当行および連結子会社の円建取引であり、国際業務部門とは当行および連結子会社の外貨

建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めておりま

す。

２．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

３．定期性預金＝定期預金＋定期積金
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国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況（末残・構成比）

業種別
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

国内業務部門

（除く特別国際金融取引勘定分）
1,423,385 100.00 1,475,009 100.00

製造業 177,180 12.45 172,361 11.68

農業、林業 4,569 0.32 4,676 0.32

漁業 57 0.00 65 0.00

鉱業、採石業、砂利採取業 11,121 0.78 10,443 0.71

建設業 61,308 4.31 57,193 3.88

電気・ガス・熱供給・水道業 24,818 1.74 27,079 1.84

情報通信業 15,894 1.12 15,759 1.07

運輸業、郵便業 36,277 2.55 35,211 2.39

卸売業、小売業 144,908 10.18 145,812 9.88

金融業、保険業 81,189 5.70 79,032 5.36

不動産業、物品賃貸業 111,397 7.83 116,738 7.91

学術研究、専門・技術サービス業 4,061 0.29 4,007 0.27

宿泊業 15,583 1.09 14,465 0.98

飲食業 7,991 0.56 7,502 0.51

生活関連サービス業、娯楽業 10,727 0.75 11,234 0.76

教育、学習支援業 1,927 0.14 2,380 0.16

医療・福祉 58,468 4.11 60,604 4.11

その他のサービス 28,232 1.98 24,429 1.66

地方公共団体 291,028 20.45 342,878 23.25

その他 336,641 23.65 343,132 23.26

国際業務部門及び特別国際金融取引勘定分 3,713 100.00 8,971 100.00

政府等 － － － －

金融機関 － － － －

その他 3,713 100.00 8,971 100.00

合計 1,427,098 － 1,483,980 －

（注）　国内業務部門とは当行および連結子会社の円建取引であり、国際業務部門とは当行および連結子会社の外貨建

取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新

たに生じた課題はありません。

 

(3）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(4）主要な設備

　重要な事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 687,455,000

計 687,455,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成26年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成26年８月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 193,936,439 同左
東京証券取引所

（市場第一部）

株主としての権利内容に制限の

ない、標準となる株式。

単元株式数は1,000株である。

計 193,936,439 同左 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年６月30日 － 193,936 － 14,100 － 6,268

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成26年３月31日現在で記載しております。

 

①【発行済株式】

平成26年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　5,602,000
－

株主としての権利内容に制限のな

い、標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式186,508,000 186,508 同上

単元未満株式 普通株式　1,826,439 － 同上

発行済株式総数 193,936,439 － －

総株主の議決権 － 186,508 －

（注）１．「単元未満株式」の欄には、当行所有の自己株式413株が含まれております。

２．連結財務諸表および財務諸表においては、当行と持株会信託が一体であるとする会計処理に基づき、当連結

会計年度末（当事業年度末）に持株会信託が保有する当行株式1,198,000株を含めて自己株式として計上して

おります。なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社　秋田銀行
秋田市山王三丁目２番１号 5,602,000 － 5,602,000 2.88

計 － 5,602,000 － 5,602,000 2.88

（注）　連結財務諸表および財務諸表においては、当行と持株会信託が一体であるとする会計処理に基づき、当連結会

計年度末（当事業年度末）に持株会信託が保有する当行株式1,198,000株を含めて自己株式として計上しており

ます。なお、当該株式は上記「自己株式」には含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】
１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産および負債の分類ならびに収益および費用の分類は、「銀行法施行

規則」（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

 

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自　平成26年４月１日　

至　平成26年６月30日）および第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）に係る四

半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

資産の部   

現金預け金 148,214 117,209

コールローン及び買入手形 85,408 97,379

買入金銭債権 11,994 12,690

商品有価証券 14 7

金銭の信託 10 1,032

有価証券 ※２ 1,001,004 ※２ 1,029,234

貸出金 ※１ 1,492,728 ※１ 1,483,980

外国為替 916 470

その他資産 19,444 23,827

有形固定資産 21,649 21,574

無形固定資産 1,423 1,244

退職給付に係る資産 3,921 4,706

繰延税金資産 184 224

支払承諾見返 7,500 7,081

貸倒引当金 △21,744 △21,720

投資損失引当金 △2 △3

資産の部合計 2,772,671 2,778,940

負債の部   

預金 2,361,139 2,283,068

譲渡性預金 128,160 216,313

コールマネー及び売渡手形 11,803 14,280

債券貸借取引受入担保金 68,053 40,578

借用金 18,325 19,201

外国為替 95 56

その他負債 11,787 24,451

役員賞与引当金 20 －

退職給付に係る負債 7,825 7,866

役員退職慰労引当金 28 24

睡眠預金払戻損失引当金 582 549

偶発損失引当金 561 456

繰延税金負債 3,998 6,335

再評価に係る繰延税金負債 1,999 1,999

支払承諾 7,500 7,081

負債の部合計 2,621,882 2,622,263

純資産の部   

資本金 14,100 14,100

資本剰余金 6,291 6,299

利益剰余金 103,895 105,523

自己株式 △1,921 △1,867

株主資本合計 122,367 124,056

その他有価証券評価差額金 22,886 26,938

繰延ヘッジ損益 △612 △547

土地再評価差額金 2,926 2,928

退職給付に係る調整累計額 △2,399 △2,304

その他の包括利益累計額合計 22,801 27,015

新株予約権 48 46

少数株主持分 5,571 5,558

純資産の部合計 150,788 156,676

負債及び純資産の部合計 2,772,671 2,778,940
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

経常収益 12,935 10,791

資金運用収益 8,366 7,582

（うち貸出金利息） 5,226 5,011

（うち有価証券利息配当金） 3,004 2,449

役務取引等収益 1,729 1,620

その他業務収益 2,417 1,342

その他経常収益 422 246

経常費用 9,229 8,760

資金調達費用 491 518

（うち預金利息） 304 316

役務取引等費用 613 350

その他業務費用 1,252 995

営業経費 6,562 6,712

その他経常費用 ※１ 309 ※１ 183

経常利益 3,705 2,031

特別利益 1 －

固定資産処分益 1 －

特別損失 111 5

固定資産処分損 29 5

減損損失 82 －

税金等調整前四半期純利益 3,595 2,025

法人税、住民税及び事業税 793 357

法人税等調整額 631 67

法人税等合計 1,424 425

少数株主損益調整前四半期純利益 2,171 1,600

少数株主利益又は少数株主損失（△） 34 △0

四半期純利益 2,136 1,600
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,171 1,600

その他の包括利益 △4,290 4,208

その他有価証券評価差額金 △4,517 4,047

繰延ヘッジ損益 226 65

退職給付に係る調整額 － 95

四半期包括利益 △2,119 5,808

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,163 5,812

少数株主に係る四半期包括利益 43 △4
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下、「退職給付会計基準」とい

う。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以

下、「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退

職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を、従業

員の平均残存勤務期間に近似した単一年数の債券利回りを基礎として決定する方法から、退職給付の支払見込期間

ごとに複数の債券利回りを基礎として決定する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減

しております。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る資産が684百万円、退職給付に係る負債が93百万

円、利益剰余金が381百万円、それぞれ増加しております。また、当第１四半期連結累計期間の経常利益および税

金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。

 

（「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」の適用）

　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成25

年12月25日）を当第１四半期連結会計期間から適用しております。なお、適用初年度の期首より前に締結された信

託契約に係る会計処理については、同実務対応報告の方法によらず、従来採用していた方法を継続しております。

 

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当行は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行ってお

ります。

(1)　取引の概要

　当行は、平成23年３月22日開催の取締役会決議に基づき、当行従業員持株会を活用し、福利厚生の拡充を目

的としたインセンティブ・プランとして「従業員持株会信託型ESOP」（以下、「本制度」といいます。）を導

入しております。

　本制度は、「秋田銀行職員持株会」（以下、「持株会」）に加入するすべての従業員を対象とするインセン

ティブ・プランです。

　本制度では、当行が持株会に加入する従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者とする信託（以下、

「持株会信託」）を設定し、持株会信託は持株会が平成27年６月までの４年間にわたり持株会が取得すると見

込まれる数の当行株式を予め取得します。

　その後、持株会信託は持株会の株式取得に際して当該株式を売却していきます。持株会に対する当行株式の

売却を通じて売却益相当額が累積した場合には、これを残余財産として受益者要件を充足する従業員に対して

分配します。

　なお、当行は、持株会信託が当行株式を取得するための借入に対して補償を行うため、当行株価の下落によ

り、持株会信託が借入債務を完済できなかった場合には、当行が借入先銀行に対して残存債務を弁済すること

になります。

(2)　信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計処理

　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成

25年12月25日）第20項を適用し、従来採用していた方法を継続しております。

(3)　信託が保有する自社の株式に関する事項

　信託が保有する当行株式の信託における帳簿価額は、前連結会計年度278百万円、当第１四半期連結会計期間

226百万円で、株主資本において自己株式として計上しております。また、当該株式の期末株式数は、前連結会

計年度1,198千株、当第１四半期連結会計期間974千株、期中平均株式数は、前第１四半期連結累計期間1,925千

株、当第１四半期連結累計期間1,115千株であり、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めておりま

す。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

破綻先債権額 2,517百万円 2,433百万円

延滞債権額 52,872百万円 51,356百万円

３ヵ月以上延滞債権額 －百万円 －百万円

貸出条件緩和債権額 1,112百万円 1,187百万円

合計額 56,502百万円 54,976百万円

　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

※２．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務

の額

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

690百万円 690百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１．その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

貸出金償却 5百万円 14百万円

貸倒引当金繰入額 231百万円 －百万円

株式等償却 0百万円 141百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

減価償却費 421万円 447万円
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（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 567 3.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

（注）　配当金の総額には、持株会信託に対する配当金６百万円を含めておりません。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 561 3.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

（注）　配当金の総額には、持株会信託に対する配当金３百万円を含めておりません。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額 銀行業務 リース業務

その他の
業務

計

経常収益       

外部顧客に対する経常収益 11,531 1,142 261 12,935 － 12,935

セグメント間の内部経常収益 17 44 191 254 △254 －

計 11,549 1,186 452 13,189 △254 12,935

セグメント利益又は損失（△） 3,490 43 177 3,712 △6 3,705

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．セグメント利益又は損失の調整額△６百万円は、セグメント間取引消去による減額６百万円であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　「銀行業務」セグメントにおいて、遊休資産、営業利益の減少によりキャッシュ・フローが低下した資産

および地価が大幅に下落した資産について減損処理を行っております。なお、当該減損損失の計上額は、当

第１四半期連結累計期間においては、82百万円であります。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額 銀行業務 リース業務

その他の
業務

計

経常収益       

外部顧客に対する経常収益 9,611 1,090 210 10,912 △120 10,791

セグメント間の内部経常収益 19 43 203 266 △266 －

計 9,630 1,133 414 11,178 △386 10,791

セグメント利益又は損失（△） 1,958 △47 126 2,037 △6 2,031

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．セグメント利益又は損失の調整額△６百万円は、セグメント間取引消去による減額６百万円であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

　前連結会計年度の末日に比して著しい変動はありません。

 

（有価証券関係）

※　企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められる

ものは、次のとおりであります。

　なお、四半期連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金および「買入金銭債

権」中のその他の買入金銭債権の一部を含めて記載しております。

 

その他有価証券

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

株式 29,839 45,931 16,092

債券 828,097 841,239 13,141

国債 397,166 403,261 6,095

地方債 74,808 77,114 2,305

短期社債 2,999 2,999 △0

社債 353,122 357,863 4,740

その他 111,401 116,841 5,440

合計 969,337 1,004,012 34,674

 

当第１四半期連結会計期間（平成26年６月30日）

 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

株式 29,792 48,956 19,164

債券 823,217 837,772 14,555

国債 402,817 409,771 6,954

地方債 72,162 74,338 2,176

短期社債 3,999 3,998 △0

社債 344,237 349,663 5,425

その他 137,994 145,139 7,144

合計 991,005 1,031,868 40,863

（注）　その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回

復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借

対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第１四半期連結累計期間（連結会計年度）の損失として処理（以

下「減損処理」という。）しております。

　前連結会計年度において、減損処理の対象となる有価証券はありませんでした。

当第１四半期連結累計期間における減損処理額は、140百万円（うち、株式140百万円）であります。

　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、個々の銘柄について、第１四半期連結会計期間末

日（連結会計年度末日）における時価が取得原価に比べて30％以上下落している場合であります。減損処理は、

当第１四半期連結会計期間末日（前連結会計年度末日）における時価が取得原価に比べて50％以上下落した銘柄

についてはすべて実施し、時価の下落が30％以上50％未満の銘柄については、基準日前一定期間の時価の推移や

発行会社の財務内容などにより、個々に時価の回復可能性を判断し実施しております。
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（金銭の信託関係）

　前連結会計年度の末日に比して著しい変動はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　前連結会計年度の末日に比して著しい変動はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎ならびに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額および算

定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 円 11.28 8.54

（算定上の基礎）    

四半期純利益 百万円 2,136 1,600

普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

普通株式に係る四半期純利益 百万円 2,136 1,600

普通株式の期中平均株式数 千株 189,352 187,215

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額
円 11.27 8.53

（算定上の基礎）    

四半期純利益調整額 百万円 － －

普通株式増加数 千株 185 200

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式で、前連結会計年度末

から重要な変動があったものの概要

 － －

（注）　株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する当行の株式は、１株当たり四半期純利

益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

　１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第１四半期連結累

計期間1,925千株、当第１四半期連結累計期間1,115千株であります。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成26年８月８日

株式会社 秋田銀行

取締役会 御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 根　　津　　昌　　史　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙　　橋　　和　　典　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 黒　　木　　賢　　治　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社秋田銀

行の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社秋田銀行及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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